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本日の内容

• 東京都の組織について

• 契約事務について

• 適正化の推進について

• システムに関する要望について



コリンズとは

コリンズ（CORINS）とは、「Construction Records 
Information System（工事実績情報システム）」の略称

・平成5年12月21日の中央建設業審議会において、「公共工事に関する
入札・契約制度の改革について」の建議がまとめられた。

・この建議の中で、各発注機関が共同で利用でき、建設会社の技術力
を公正に評価しうる工事実績情報のデータベース整備の必要性が述
べられた。

平成６年３月スタート

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
ＪＡＣＩＣで作成している、パンフレットを見ていただいた方が、より詳しく記載されているとともに、既に、皆様ご存じのことと思いますが、

コリンズとは・・・・　　　　平成６年３月から運用が開始されています





東京都の機構図
　

　　　　　　　　　（職員ハンドブック2015より）

　　（行政委員会）

　・公安委員会
　　・警　視　庁
　・教育委員会
　　・教　育　庁

　　　　　　　など

　　　（知事部局）

　・政策企画局
　　・青少年
　　　　治安対策本部
　・総　務　局
　・財　務　局
　・主　税　局
　・生活文化局
　・オリンピック
　　パラリンピック準備局
　・都市整備局
　・環　境　局
　・福祉保健局
　　・病院経営本部
　・産業労働局
　　・中央卸売市場
　・建　設　局
　・港　湾　局
　・会計管理局

　（地方公営企業）

　・交　通　局
　・水　道　局
　・下水道局

　・東京消防庁

知　　　　事

副　知　事

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
東京都の職員数は　約１６万７０００人

平成２６年度　　知事部局＋行政委員会　　約　１万８０００人
　　　　　　　　　　公営企業　　　　　　　　　　　約　２万人
　　　　　　　　　　消　　　防　　　　　　　　　　　約　１万９０００人
　　　　　　　　　　警　　　察　　　　　　　　　　　約　４万６５００人
　　　　　　　　　　学校職員　　　　　　　　　　　約　６万３５００人

　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　



都における契約事務について

• 東京都においては、

「東京都契約事務規則」

「東京都下水道局契約事務規程」

などの規則類により、売買、賃借、請負その他の契約

に関する事務が定められている

財務局、都市整備局、建設局などの公営企業を除く組織について

は「東京都契約事務規則」により、財務局長が、契約事務を総括

また、公営企業である交通局、水道局、下水道局は、各局の契約

事務規程などによる

プレゼンター
プレゼンテーションのノート

ちなみに、「東京都契約事務規則」の対象となる組織についてですが



東京都の機構図
　

　　　　　　　　　（職員ハンドブック2015より）
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　（地方公営企業）

　・交　通　局
　・水　道　局
　・下水道局

　・東京消防庁

知　　　　事

副　知　事

東京都契約事務規則の範囲

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
画面で、赤色に囲ったところが、対象となっております。

ちなみに公営企業につきましては、各局ごとに規程などを定めています。



契約事務の委任について
（東京都契約事務規則の場合）

当該局の長（財務局長除く）に委任する範囲の例

１ 予定価格が建築工事にあっては、３億５千万円未満、土木工事並

びに船舶の製造及び修繕にあっては２億５千万円未満の請負契約

２ 予定価格が４千万円未満の電気工事、管工事その他の設備工事の

請負契約

３ 予定価格が２千万円未満の地質調査、測量、設計及び工事の監理

業務の委託契約

４ 予定価格が千万円未満の請負契約、委託契約及び労働者派遣契約

５ 予定価格が３千万円未満の物品の買入れ及び印刷物の制作に関す

る契約 など

東京都契約事務の委任等に関する規則より

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
ここに記載したのは、あくまでも例であり、実施は、各工事や委託の業種名ごとに、詳細に決められています。
例えば、






契約事務の委任について
（東京都契約事務規則の場合）

各局の当該所の長に委任する範囲の例

局　　名 名　称　等 主な委任する事務の範囲

都市整備局
　東京都市街地整備事務所

　住宅建設事務所

　〇　３億５千万円未満の建築工事及び２億５千万円未満の土木工事の請負契約
　〇　４千万円未満の設備工事の請負契約
　〇　１千万円未満の委託契約及び労働者派遣契約
　〇　都営住宅に係る工事の監理業務の委託並びに２千万円未満の地質調査、
　　 　測量、設計及び工事の監理業務の委託契約　など

環　境　局 　東京都多摩環境事務所

　〇　自然公園事業及び近郊緑地事業の実施に係る工事のうち、３億５千万円未満
       の建築工事及び２億５千万円未満の土木工事の請負契約
  〇　４千万円未満の自然公園事業及び近郊緑地事業の実施に係る設備工事の
       請負契約
　〇　１千万円未満の自然公園事業及び近郊緑地事業の実施に係る委託契約
　〇　２千万円未満の地質調査、測量、設計、及び工事の監理業務の委託事業

産業労働局
　東京都森林事務所
　東京都農業振興事務所

　〇　２億５千万円未満の土木工事の請負契約（知事が指定するものを除く）

建　設　局

　建設事務所
　東京都江東治水事務所
　東京都土木技術・人材育成センター
　公園緑地事務所

　〇　３億５千万円未満の建築工事及び２億５千万円未満の土木工事の請負契約
　〇　４千万円未満の設備工事の請負契約
　〇　１千万円未満の委託契約及び労働者派遣契約
　〇　２千万円未満の地質調査、測量、設計及び工事の監理業務の委託契約　など

港　湾　局
　東京都東京港管理事務所

　東京都東京港建設事務所

　〇　３億５千万円未満の建築工事及び２億５千万円未満の土木工事の請負契約
　〇　４千万円未満の設備工事の請負契約
　〇　１千万円未満の委託契約及び労働者派遣契約
　〇　２千万円未満の地質調査、測量、設計及び工事の監理業務の委託契約　など

東京都契約事務の委任等に関する規則より

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
所長は、部長級（参事）の事務所



東京都における工事契約について

（開札件数）

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

5,571 5,492 5,461 5,604

建築 544 560 612 639

土木 2,905 2,865 2,918 3,107

設備 2,122 2,067 1,931 1,858

全体

予定価格が２５０万円を超える競争入札案件（公営企業局含む）の実績
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（東京都電子調達システムより）

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
ここ４年では、予定価格２５０万円以上の競争入札案件は５５００～５６００件程度
その中で、建築と土木については、案件数が増えている状況　　設備は減ってきている状況



都における適正化の推進

平成１３年８月「東京都工事施行適正化推進要領」策定

平成２２年４月より「同要綱」へ

東京都工事施行適正化推進要綱より

「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」
（平成12年11月27日公布）

「公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針」
（平成13年3月9日閣議決定）

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
平成１２年に適正化法が公布
平成１３年に適正化の指針が閣議決定
これらを受けて、平成１３年８月、「東京都工事施行適正化推進要領」を策定
現在は、同要綱として、都工事の適正化を推進している




都における適正化の推進

（配置予定技術者の確認）

◎入札前の確認

・契約担当者は、調書に記入された配置予定技術者が工事希望申込日にお

いて、申込者と３か月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係があることを、

書類等により確認を行う。

・契約担当者は、調書に記入された配置予定技術者について、発注者支援

データベース・システム（ＤＢシステム）の活用により、その者につい

て当該工事の監理技術者等として専任できることを確認する。

・契約担当者は、工事受注者を任意に指名する場合も、指名前にＤＢシス

テムを活用し、当該業者が専任の監理技術者等を配置できるかどうかに

ついて確認する。

東京都工事施行適正化推進要綱より

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
具体的には・・　入札前の対応

任意に指名する場合以外にも、入札参加条件に合う業者がどのくらい存在するのかなどにも活用




都における適正化の推進

（配置予定技術者の確認）

◎入札後及び契約締結前の確認

・契約担当者は、開札後、落札予定者とされた者の積算内訳書の内容確認

に併せて、調書に記載された配置予定技術者に変更がないかを確認する。

また、再度、配置予定技術者が当該工事の監理技術者等として専任でき

ることをＤＢシステムの活用により確認する。

東京都工事施行適正化推進要綱より

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
入札後、契約締結前




都における適正化の推進
（監理技術者等の確認）

・監督員は、受注者から（一財）日本建設情報総合センター発行の「登録

のための確認のお願い」の提出を受け、事前に内容を確認した上で、監

理技術者等の工事実績情報システム（コリンズ）へ、休日を除き、契約

後１０日以内に登録するよう指示する。

・監督員は、各工事の契約書の定めにより、受注者から提出される「現場

代理人及び主任技術者等通知書」において、現場代理人は常駐できるこ

とを、監理技術者等については、工事一件の請負金額が、2,500万円（建

築一式工事は、5,000万円）以上の工事の場合は専任できることを確認す

る。

・配置技術者等を交代した場合、工期を変更した場合及び請負金額が500万

円をまたいで変更になった場合には、監督員は、受注者からセンター発

行の「登録のための確認のお願い」の提出を受け、事前に変更内容を確

認した上で、コリンズへの、変更があった日から休日を除き１０日以内

に登録するよう指示する。変更登録後は、その内容を確認する。

東京都工事施行適正化推進要綱より

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
工事監督員として実施する内容として

都においては、
現場代理人は専任（都の場合）
主任　一体性、連続性が認められる工事、５ｋｍ以内　２件まで



都におけるコリンズの活用

平成 ８ 年度 発注者支援データベース・システムを

導入

平成１２年度 財務局及び建設局において既に運用して

いた発注者支援データベース・システム

を、工事請負契約を多数発注している局

に導入

工事施行の適正化を推進

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
今まで、話してきましたように、東京都では、工事施行の適正化を進めているのですが、ここに記載させていただいたように、
平成１３年８月に「適正化推進要領」が策定するより前の、平成８年度より、一部の局において導入・活用しており、
平成１２年度より、全庁的な展開を図りました。

具体的には、財務局、建設局において、指名選定前及び契約締結前に監理技術者の現場専任制の確認を行うとともに、
各局に対しては、財務局から、監理技術者の専任制確認リストを送付し活用してきました。

ここで、なぜ、発注者支援データベースという名称を出しているかと言うことですけど、
東京都では、コリンズシステム単体としての契約ではなく、発注者支援データベースシステムとして、ＪＡＣＩＣと契約しています。
このため、本日は、コリンズシステムについてのお話ではありますが、このようなことから、「発注者支援データベースシステム」の名前を出させていただいてます。

１２年度より全庁的な展開を図っているシステムですが、現在、東京都のどのような局に導入されているかを、あらわしたのが、次の図となります。
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知　　　　事
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
このように、都庁内で工事発注を行う部署については、システムを導入・活用し、契約時や工事監督時における適正化を推進しています。
逆に言えば、工事の適正化を推進していくためには、このコリンズシステムは無くてはならない物、必要不可欠なものであると考えています。

また、システムの利用については、基本的には各自治体とも同じような使い方をしていると思います。
このため、東京都として特別な使い方をしているため、本日、お話をさせていただいたというのではなく、
個人的には、本日の会場が東京で、声をかけやすかったため　だと思っています。

そこで、最後になりますが、
私の立場は、財務局に席をおき、基本的には各局の取りまとめを行っている立場ですので、業務を遂行していくために
システムを活用しているという立場ではありません。

このため、実際のエンドユーザーに対して、コリンズ（発注者支援データベース・システム）に関する、何か要望等があれば教えてくださいと・・・・

その結果、いくつか、要望等をいただきましたので、この場をお借りして報告させていただければと思います。





システムに関する要望等について

１ 検索した情報がいつ時点の情報なのか知りたい

２「検索」や「戻る」ボタンが目立たない

３ JCISログイン後、「コリンズ」メニューをクリックすると、コ

リンズ・テクリス検索システムにページが移動するが、検索でき

るのはコリンズだけなので、表示が紛らわしい。

４各事業者の営業所専任技術者を検索することができるようにして

もらいたい。
⇒ 電子入札システムにおいて「希望票兼予定監理技術者等調書」

を出力した際、配置予定技術者が事業者の代表と同一人物である
場合、「代表者と氏名が一致します。同一人物である場合は、営
業所専任技術者でないことを確認してください。」とのメッセー
ジが出るため。

ユーザーの意見を反映し、
より使いやすいシステムとしていって下さい

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
システムの作りこみに関することやデ検索の内容について等についていくつか頂きました。

もしかしたら、何言っているの？という内容もあるかも知れませんが、その点はお許し下さい。

１から４説明

私も、実際、使用して、２つ目と３つ目については、いつも気になっていた内容でした。
また、２つ目に関連するのかもしれませんが、よく、ＩＥの「戻る」ボタンを押してしまい、システムが「ＷＥＢページの有効期限が切れています」
との表示が出て、再度、ログインする必要が良くあります。
また、３つ目についてですが、今回のシステムではないので申し訳ないのですが、テクリスへのログイン後も「コリンズ・テクリス検索システム」のページに移動して
テクリスのみ検索可能となっており、紛らわしいなと個人的にも感じていました。

全てのエンドユーザーの要望を聞く必要はありませんが、もし、今後、システムの更新を考えていらっしゃるのであれば、ユーザーへのアンケートを取って頂くなど
しながら、より使いやすいシステムとしていっていただければと思います。

これで、本日の話を終わらせて頂きたいと思います。
本日は、「ＪＡＣＩＣ設立３０周年、本当におめでとうございました。」




ご清聴、ありがとうございました。
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